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ついては意見が分かれている。90 年代の成長会計に関する最近の論争では、次の 2 点が主な争
点であるように思われる。 




第二の争点は、TFP 上昇率低下の原因についてである。TFP  上昇率低迷を供給側の構造的要
因と考える林（2003）に対して吉川（2003）は、需要の低迷が労働や資本設備の「稼働率」低下を通
                                                        
1成長会計による分析としては他に、内閣府（2001、2002）、Hayashi and Prescott (2002)、Jorgenson and 
Motohashi (2003)等がある。この他、宮川（2003）は生産性の高い分野になぜ資源が移動しないのかと
いう視点から産業別データを利用して供給側の分析を行っている。この問題については他に黒田・野村




降観察されるとし、このような変化が富山・深尾・随・西村（2001）や Fukao、Nishimura, Sui, and 





以上 2 つの争点のうち第二の TFP 上昇率下落の原因に関しては、問題の重要性にもかかわら
ずこれまで緻密な実証研究があまり行われてこなかったように思われる。このような問題意識から本
論文では、内閣府経済社会総合研究所の『日本の潜在成長力の研究』ユニットで著者が他の研究





（１） 近年の TFP 上昇率の低迷は、非製造業まで含めた資本設備の稼働率下落によって、どの程
                                                        
2  Burnside, Eichenbaum, and Rebelo (1995)  やBasu (1996)  は米国経済について稼働率の変動を考慮
すると、生産性と景気変動の正の相関は有意でなくなるとの結果を得ている。 
3  西村・中島・清田（2003）は 1994 年から 98 年までの企業活動基本調査の企業レベルデータを用いて
存続企業と参入・退出企業の TFP を比較し、1996 年から 98 年の時期には、過去１、２年に参入した若
い世代の企業に限定すると存続企業よりも退出企業の生産性の算術平均の方が高い場合があったこと
を示した。また彼らは、企業レベルデータを用いて2桁産業別のTFP上昇を参入・退出効果、存続企業
の生産性上昇効果、再配分効果に分解し、1996 年から 98 年の時期の一部では食品、建設、小売業、
繊維、化学、精密機械等で、参入・退出効果がマイナスであったことを指摘している。 




する調査の一部として著者達によって行われた。   3
度説明できるか。 
（２） 産業別に見て、TFP 上昇率の低迷はどのような産業で著しいか。 
（３） 参入・退出効果や残存企業の生産性の変化はそれぞれ TFP の変化にどのように寄与したの
か。 




JIP データベースを使って、産業別の TFP 動向を分析し、設問（２）に答える。第 4 節では、企業活
動基本調査の個票データを用いて企業レベルで成長会計を行い、製造業に関して設問（3）に答
える。第 5 節では、同じデータを用いて産業別に費用関数を推計することにより、設問（4）に答える。





ける日本の低成長の原因について考察する。また我々の分析結果を Hayashi and Prescott (2002) 
をはじめとする日本に関する先行研究と比較する。 
2.1.  マクロ成長会計 
  まず成長会計の方法について説明しよう。一国全体の t 時点における生産関数を、以下のように
資本サービス集計量 Kt、労働サービス集計量 Ltおよび技術水準を表すパラメーターTtの関数とし
て表すことができるとする。 
Yt = F(Kt, Lt, Tt)   (2.1) 
                                                        
6 JIP データベースを使った成長会計分析はもともと深尾・宮川・河井・乾・他（2003）の第 6 章で行われ

















































Kt s =(sKt+sKt-1)/2  2 期間の資本コストシェアの平均値 
Ljt s =(sLt+sLt-1)/2  2 期間の労働コストシェアの平均値 
を使うと、我々は（１）式から次式が導出できる。 
dlnAt = dlnYt – ( Kt s dlnKt + Lt s dlnLt)   (2.2) 


















また、経済成長や生産要素投入は生産年齢人口 N 一人当たりで見ることにする。このため（2.2）式  5
両辺から、生産年齢人口成長率を引いた上で、整理すると次式を得る。
7 
dlnYt – dlnNt= Kt s (dlnKt –dlnNt)+ Lt s (dlnMHt –dlnNt ) + Lt s (dlnLt –dlnMHt ) + dlnAt   (2.3) 
左辺は生産年齢人口一人当たりの実質 GDP 成長率、右辺各項はそれぞれ、生産年齢人口一
人当たりの資本サービス増加の寄与、生産年齢人口一人当たりの人・時間投入増加の寄与、労働
の質増加の寄与、および残差として計算される TFP の上昇を表す。 
JIPデータベースを用い、日本経済について以上の成長会計を適用した結果が表2.1.aに報告し




長率が報告してある。表 2.1.a と表 2.1.b を比較すれば JIP データベースにおけるコストシェアも逆
算できる。例えば 91-98 年の資本コストシェアは 0.96 割る 2.88 つまり 0.33 であった。 
表 2.1 を挿入 




生産年齢人口成長率低下の寄与：  0.79％ 
TFP 上昇率下落の寄与：  0.43% 
                                                        
7  生産年齢人口は 15－64 歳の男女人口とした。その出所は以下のとおりである。1970-78 年；  『日本




このため日本の実質 GDP 政府統計とは完全には一致しない。JIP データベースと政府統計の比較につ
いては深尾・宮川・河井・乾・他（2003）の第 1 章参照。   6
資本ストックサービス／生産年齢人口成長率下落の寄与：  0.51％ 
人・時間／生産年齢人口成長率下落の寄与：  0.72％ 
労働の質上昇率下落の寄与：  0.25％ 
注目すべきことは、列記した全ての要因が日本の経済成長率を下落させる寄与をしている点であ








第二に TFP 上昇率が鈍化した。0.43％の TFP 上昇率下落はその分経済成長率を鈍化させるだ
けでなく、新古典派成長モデルによれば均整成長における資本ストック蓄積の鈍化を通じても経
済成長率を低下させる。例えばコブ・ダグラス型生産関数を前提としたソロータイプの成長モデル







                                                        
9 Hayashi and Prescott (2002) と同様に生産関数を Y=AL
αK
1-αとすれば、ソロー成長モデルにおける均
整成長率は(1/α) (dA/A) – (dL/L)となり、均整成長においては資本ストックの成長率もこれに等しい（ただ
しdは時間に関する微分を表す）。したがって、(dA/A)の0.43％下落は(dK/K)の0.65％下落をもたらす。   7
長率鈍化 1.23％のうちかなりの部分は、需要要因に起因していよう。 


















ことを反映して、91 年以降の資本投入増加の寄与は 0.84％と、表 2.1 の対応する値（0.96％）と比









る理論的考察は深尾・宮川・河井・乾・他（2003）の第 5 章参照。   8
較して小さくなっている。また 83-91 年については稼働率が上昇したことを反映して資本投入増加
の寄与は 1.58％と、表 2.1 の対応する値（1.47％）と比較して大きくなっている。このため残差として
算出される TFP 上昇率の 83-91 年と比較した 91-98 年における下落幅も、稼働率を考慮しなかっ
た場合には 0.43％（0.54％から 0.11％へ）であったのに対し、稼働率を考慮した表 2.2 の場合は
0.20％（0.43％から 0.23％へ）とかなり小さくなっている。
13 
2.3  TFP 上昇率に関する先行研究との比較 
ここで我々の日本経済に関する成長会計の結果を、先行研究の結果と簡単に比較しておこう。
代表的な先行研究としては Hayashi and Prescott (2002) があげられよう。彼らは国民経済計算等
のマクロデータに独自の改訂を加えた上で、1960-2000年の日本経済について成長会計分析を行
っている。表 2.3 には彼らの結果がまとめてある。
14 Hayashi and Prescott においても 1991 年以降
それ以前の時期と比較して、資本ストック・生産年齢人口比率上昇の寄与、生産年齢人口あたり労
働投入増加の寄与、TFP 上昇率が全て低下したという点では、我々の表 2.1 や表 2.2 と同様の結
果が得られている。ただし、彼らの結果においては我々よりも、91 年以降の労働投入や資本ストッ
クの増加率の下落が緩やかで、このため残差として計算される TFP 上昇率の下落が激しい（2.4％
から 0.2％への 2.2％の下落）。TFP 上昇率の下落に関するこのような差異が生じた理由としては以
下の点が指摘できよう。 





                                                        
13  資本のコストシェアについては稼働率を調整しない wkK/PY で計算している。コストシェアについても
稼働率を調整すると 91 年以降の TFP 上昇率下落はさらに小さくなる。 






重要な先行研究としてはこの他、Jorgenson and Motohashi (2003) があげられよう。
15  彼らは






格下落が激しいので、このように推定すると日本における IT 財生産の成長率が上昇し、GDP の成
長率自体が高くなる。





                                                        
15  Jorgenson, Ho, and Stiroh (2002, 2003)  はほぼ同様な方法で米国に関する成長会計分析を行ってい
る。 






17  この違いは、推計される資本ストックを大きくする効果も持つ。 







前節では、日本経済全体で見ると 1990 年代に入って TFP 上昇率が停滞したこと、ただしこの停
滞のうちかなりの部分は稼働率の下落で起きている可能性があることを見た。本節では JIP データ
ベースを使って TFP 上昇率を産業別に調べてみることにしよう。 
3.1  製造業・一次産業とサービス産業の比較 








表 3.1 を挿入 
表 3.1 のうち、労働の質と稼働率変動を調整した我々の標準ケースの結果によれば、91 年以降
に TFP 上昇率が下落したのは製造業・一次産業においてであり、サービス業においてはむしろ
                                                        
19  マクロ経済の成長会計と産業別の成長会計では、前者が実質付加価値を産出量と見なすのに対し、
後者は実質総生産額を産出量と見なすという概念上の違いがある。このため産業別TFP上昇率の単純
な加重平均はマクロの TFP 上昇率と一致しない。Domar (1961)  が示したように各産業の総生産額の経
済全体の付加価値に対する比率をウエイトとする必要がある（従ってウエイトの合計は 1 より大きい）。   11
TFP 上昇率がやや改善したことが分かる。製造業・一次産業の動向は、シェアの大きい製造業が
左右している。従って製造業における、稼働率の下落だけでは説明できない TFP上昇率の下落が、











合について、それぞれ TFP 上昇率を計算してみた。その結果が表 3.1 の影を付けたセルに報告し






21本論文では実質総生産（Gross Output）を生産量と見なして TFP を計
算している違いが考えられる。Baily (1986)等が示したように、実質付加価値を生産量と見なした
                                                        
20  ただし労働の質変化の無視は、内閣府推計において 91 年以前も同様の過大推計を生んでいるは
ずであり、この要因では TFP 上昇率が 91 年以降なぜ下落しなかったかは説明できない 
21  つまり実質付加価値の成長率から、労働と資本の寄与分を差し引いた残差を TFP 上昇と見なしてい
る。   12




府の計算では製造業の TFP 上昇が特に大きいとの結果を得ることになる。 
また、真の生産関数が（2.1）式であるにもかかわらず実質付加価値を生産量とみなして TFP を計
算すると、中間投入財と生産物の相対価格が著しく変化する場合等には、TFP 上昇率の推計値に
バイアスが生じることが知られている（この問題については McGucjin (1993) が詳しい）。我々は








                                                        
22  数値例で説明しよう。仮に総生産に占める中間投入コストの割合は 0.5 であるとする。例えば、中間
財を含めた全ての生産要素投入が一定であるにもかかわらず技術進歩によりある産業の実質総生産が
10 兆円から 11 兆円に 10％増えたとしよう。この時、実質付加価値は 5 兆円から 6 兆円に拡大する。実
質総生産をアウトプットと見なすと TFP 上昇率は 10％であるのに対し、実質付加価値をアウトプットと見
なすと TFP 上昇率は 20％になる。どちらの TFP が正しいかは、生産関数に関する仮定に依存する。実
質総生産額をＱとして、生産関数が Q=A(t)F(L, K, M)と書ける場合（ただし A(t)は技術水準、M は中間
投入を表す）には実質総生産をアウトプットとするアプローチが正しく、生産関数が Q-M=B(t)G(L,  K)と




ス間接税プラス補助金から左記労働分配分を引いた値を資本分配分としている。   13
労働分配シェア比を計算すると 0.422 であり、対応する JIP データベースの資本コスト・労働コスト
比 0.450 よりやや高かった。製造業では 91-98 年に労働投入（マンアワー）が比較的急速に減少
（JIP データベースでは年率約 2％）した一方、実質資本ストックは増加し続けた（JIP データベース













3.3  3 桁産業別の TFP 上昇率 
次に JIP データベースを使って 3 桁産業別の全要素生産性上昇率を見てみよう。脚注 19 で議
論したように、各産業TFP上昇のマクロTFP上昇に対する寄与は、各産業のTFP上昇にドーマー・
ウエイト（Domar (1961)）を掛けることによって算出できる。ＪＩＰ分類 84 業種についてそれぞれ推計
したこの値を、
25 2桁産業別にまとめたのが図 3.1 と図 3.2 である。
26  図 3.1 からは、先にも議論し
                                                        
24  この他、内閣府が民間資本ストックのみを考慮しているのに対し、JIP データベースでは公的企業等
の資本ストックを考慮していることも乖離に寄与している可能性がある。 
25  表2.1と同様に、各産業における設備稼働率の変動を調整して推計した。なお、表2.1では各時期の  14
たとおり、90年代に入って製造業のTFP上昇率が低迷する一方で、卸売・小売業、放送・通信業、
金融・保険・不動産業、など一部の非製造業で TFP 上昇率が比較的堅調であることが分かる。図
3.2 は製造業各産業のＴＦＰ上昇率を示すが、電気機器、石油・石炭製品、化学でプラスの TFP 上
昇が観察される以外、多くの製造業種で技術水準の低迷が見られる。 
図 3.1 と 3.2 を挿入 
製造業の低迷と一部の非製造業の TFP 上昇がそれぞれどのような原因で起きているのかは興
味深い問題である。製造業低迷の原因については第4節と第5節で企業レベルのデータを使って













                                                                                                                                                                    
初年と最後の年の間で（2.1）式（ただし中間投入と稼働率を考慮）を使って TFP が計算してある。これに
対して表 3.2 では、各年について同様の方法で TFP 上昇率を計算し、当年と前年のドーマー・ウエイト
を掛けて、各年の寄与を算出し、これを期間別に平均化して各産業の時期別寄与を導出している。この
方法の違いのため、表 3.2 のマクロ集計値は表 2.2 や表 3.1 と僅かに異なる。 











「規制緩和指標」が正で有意との結果を得ている。表 3．3 は彼らの指標を 2 桁産業別に集計した
結果だが、確かに一部の非製造業において 90 年代に規制緩和が進展したことが分かる。 
一部の非製造業におけるTFP上昇の原因としてもう一つ指摘できるのは対内直接投資の影響で


























密な生産性の測定を行う。第 4 に西村達が 98 年度までのデータを用いているのに対し、本論文で
は 2001 年度までと、より最近までカバーしたデータを用いる。 
4.1  企業レベルの TFP の測定 
ノンパラメトリックに企業間生産性格差を計測する方法を開拓した代表的な先行研究としては、
Caves, Christensen, and Diewert  (1982)  と Good, Nadiri, and Sickles (1997)  があげられよう。 
Caves 達によって開発された多角的生産性指数(multilateral productivity index)は各企業の産出
                                                        
27  企業活動基本調査は鉱業、製造業、卸・小売業、飲食店に属する事業所を持つ従業者 50 人以上、
かつ資本金 3,000 万円以上の企業を対象としている。また回答率は 100％でない。これらの要因のため、
主業種が対象外の業種に変わったり、規模が小さくなったり、非回答の場合にはデータが得られない。









  これに対して Good, Nadiri, and Sickles (1997) はディヴィジア指数の離散時間型による時系列
接続方法を使って Caves 達の多角的生産性指数の問題点を克服した。Good 達は想定する代表
的企業の TFP が時間の経過につれ変化することを考慮することによって、横断面の生産性分布だ
けでなく時間を通じた生産性分布の変化も同時に捉えることを可能にした。  この指数は Aw, Chen, 
and Roberts (1997)、Hahn (2000) 、深尾・伊藤 (2002)によって台湾の製造業、韓国の製造業、日
本の自動車産業における事業所レベルのデータにそれぞれ応用された。 
  本論文でも上記の諸研究と同じように t 時点（ｔ  > 0）における企業 f の TFP 水準を、初期時点（t 
= 0）における当該産業代表的企業の TFP 水準との比較の形で、次のように測定する。 
)] ln ln )( (
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Y Y Y Y TFP
         ( 4 . 1 )  
  ここで、Yｆｔ  は t 期における企業ｆの総産出量、Xift  は企業 f の生産要素 i の投入量、Sift  は企業 f
の生産要素 i のコストシェアである。また、各記号の上の傍線は各変数の産業平均を表す。(4.１)式
によりある時点、ある産業においての代表的な企業との相対的な TFP 水準だけではなく、時系列
方向の生産性分布の変化も考慮した企業の TFP 水準が計測できる。 
我々は『企業活動基本調査』の個票データを用いて1994年度から2001年度の製造業について  18
各企業のTFPを算出した。産業分類は同調査の3桁分類をそのまま用いた。TFPの算出に利用し
た変数の作成方法とデータの出所については補論 A で詳述する。 
JIP データベースを用いた第 2、第 3 節の分析と比較すると、本節の企業レベルの分析ではデー





4.2  産業全体の TFP 上昇の分解 
  産業全体の t 年における TFP 水準を、先に定義した各企業の TFP の加重平均として次式で定
義する。 
    it
n
i
it t TFP TFP ln ln ∑ = θ                  (4.2) 
ここで、ｌｎTFPitは各企業の TFP レベル、ウエイト it θ は企業 i  が属している産業における市場シェ
アである。  産業全体の TFP レベルをこのように定義することにより、我々は産業全体の生産性上
昇の原因として、各企業内における生産性の上昇だけではなく、生産性の低い企業が生産性の高




28  本研究では、(4.2)  式で定義された
産業全体のTFPの上昇率を分解する方法としてForster, Haltiwanger, and Krizan (1998)  の方法を
用いることにした。Forster 達の方法では基準年（t  –τ）から比較年（t）にかけての産業全体の TFP
                                                        
28  先行研究のサーベイとしては Forster, Haltiwanger, and Krizan (1998)  および Bartelsman and Domes 








it TFP ln ∆ ∑
∈
−τ θ  
2.  シェア効果(between effect): 市場シェアの変化と基準時点における各企業の生産性と産業平
均生産性の差の積の合計値。   
) ln (ln τ τ θ − −
∈
− ∆ ∑ t it
s i
it TFP TFP  
3.  共分散効果(covariance effect) :  企業の生産性上昇と市場シェアの変化の積の合計値。 
it
s i
it TFP ln ∆ ∆ ∑
∈
θ  
4.  参入効果(entry effect)：  参入企業の生産性と初期時点の産業平均生産性の差に参入企業
の t 期の市場シェアを掛けて合計した値。  
) ln (ln τ θ −
∈
− ∑ t it
N i
it TFP TFP  
5.  退出効果(exit effect)：  初期時点の産業平均生産性と退出企業の生産性の差に退出企業の
基準時点の市場シェアを掛けて合計した値。 
) ln ln ( τ τ τ θ − −
∈
− − ∑ it t
X i
it TFP TFP  
                                                        
29  本研究とほぼ同じデータベースを用いて1994－98年度について産業のTFP生産性成長率を分解し
ている西村・中島・清田(2003)の論文ではＢａｉｌｙ, Hulten, and Campbell (1992)の参入コーホート
（cohort）別の分析と Olley and Pakes (1996)の cross section に関する要因分解と Griliches and Regev 
(1995)によって開発され後に Aw, Chen, and Roberts (2001)によって改良された方法による要因分解を
行っている。 Aw 達の分解方法は共分散効果を識別したり、退出効果と参入効果を区別することが難し
い短所があるが、産出量と投入量の推計における測定誤差（measurement error）に関して頑健である長




























2000 年 10 月が山、2002 年 1 月が谷であった。   21
表 4.1、4.2 および 4.3 を挿入 
この 3 つの表からは、1994-2001 年度の製造業における TFP 上昇について以下の特徴が指摘
できよう。 
第一に、TFP の変動を規定した最大の要因は存続企業における内部効果であった。1994-2001
年度における製造業全体の TFP 上昇（2.1％）のうち 6 割弱（1.2％）は内部効果として生じた。 
第二に、シェア効果と共分散効果をあわせて再分配効果と呼ぶとすると、再分配効果は 1994－
2001 年度全体で見ると製造業の TFP を 0.33％上昇させる効果を持った。ただし、米国に関する








































                                                        
32  産業別・年別の要因分解結果や第 5 節表 5.1 の年次データを必要とされる方は、著者達まで連絡さ





33  推計に当たっては前節と同じく 1994-2001 年度に関する製造
業企業の『企業活動基本調査』個票データを利用する。 
理論的な枠組 
  以下では、可変費用関数の形状に関する情報を使って、TFP 上昇率を（１）費用曲線の下方シフ
トを意味する技術進歩率、（２）生産規模変化による費用変動を表す規模効果、および（３）稼働率




















































= −     （5.3） 
我々は次のような可変費用関数が存在すると仮定する。 
  ) , , , ... ( 1 t K Y w w VC VC n =     （5.4） 
                                                        







































     （5.5） 













































i i K Y w
VC
X w





    （5.7） 
可変費用の定義から導出された（5.3）式を使って上式を整理すると次式が導かれる。 
VCT VCK VCY i
N
i
i i K Y X
VC
X w




















i i + =∑
=
    （5.9） 
ここで、C は総費用、wkは資本のサービス価格である。Ｃ  は VC と wk Kの和に等しい。（5.9）式の
右辺第一項に（5.8）式を代入すると次式が得られる。 
^ ^ ^ ^ ^
1
^



















i i − + + + = + = ∑
=
ε ε ε     （5.10） 
TFP 上昇率は産出の成長率から投入要素全体の成長率指標を引いた残差として定義される。こ
の TFP 成長率の定義に（5.10）式で得られた関係を代入すると、TFP 上昇率の分解式 
^ ^ ^ ^ ^
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35  厳密には技術進歩率は総費用を最小化する最適資本ストックの下で－VC  εVCT/C  を評価した値と等
しいのであり、現実の－VC εVCT/C とは乖離しうる。しかし我々は近似的に現実の－VC εVCT/C を技術進
歩率とみなす。規模の経済効果についても同様の問題がある。 
36  稼働率に関する以上の議論は Morrison(1993)に基づく。   26
る。 
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+ + + + + + + + +
+ + + + + + + + = α
  （5.13） 
ここで、VC は可変費用、ｐｌ、ｐｍは賃金率と中間投入の価格、Y は実質売上高、K は純資本ストック、
ｔは時間である。 
  可変費用関数は可変要素価格と一次同次関係があるため、次の係数制約を置くことができる。 
1 = + m l a a ,  0 = + = + mm lm lm ll a a a a ,  0 = + mY lY a a ,  0 = + mk lk a a  
上の制約の下でトランス・ログ可変費用関数は任意の可変的な生産要素価格で標準化することが
できる。そこで我々は（5.13）を次のように変換する。 
Kt a Yt a
K Y a t p p a K p p a Y p p a t a K a
Y a p p a t a K a Y a p p a a p VC
Kt Yt
YK m l lt m l lK m l lY tt kk
YY m l ll t K Y m l l m
ln ln
ln ln ) / ln( ln ) / ln( ln ) / ln( ] ) (ln
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∂
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めに 2 本の推定式を時間について差分した式を推定した（1 次差分の方法による推定）。 
  推計結果を使って、可変費用関数の産出、資本および時間に関する弾力性を次のように算出す
ることができる。 
t a K a p p a Y a a
Y
VC
Yt YK m l lY YY Y VCY + + + + =
∂
∂
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∂
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∂










                                                        
37推計結果はシェア式の選択に影響受けない。 
38  企業活動基本調査の 3 桁産業分類 58 業種別では、一部の産業においてサンプル企業が非常に少
なかった。そこで我々は比較的性格が似ていると思われる 3 桁産業について集計し、独自の 30 産業分
類別に推計を行った。   28





景気循環に対応して動いていないように思われる。例えば景気の山にあたる 1997 年や 2000 年の
「稼働率」は他の年に比べて特に高いわけではない。これは、日銀短観の設備過不足に関するＤＩ
が図 4.1 に示すように景気と密接に連動していることと対照的である。 
なお、全期間を通じてみると、資本過剰の程度は通信機器で小さく、電子部品や医薬品製造業
では比較的大きいとの結果であった。 
図 5.1、5.2、5.3、5.4 を挿入 
分解式(5.11)の右辺第二項係数のうち VC  εVCY/C は、1％の生産規模拡大によって何％総費用













ン値の加重平均値である。   29
5.2  産業全体の TFP 上昇の分解 
産業全体の TFP 上昇率を次のように定義する。 
) ln )(ln
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   (5.16) 
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  (5.17) 
ここで、各記号の上の傍線は 2 期間の平均を表す。(5.17)式の右辺第一項は技術進歩効果、第二
項は規模の経済効果、第三項は生産費用が低い企業が市場シェアを伸ばしたことによって産業全
体の TFP が上昇する再分配効果、第四項は稼働率変動効果を表している。 
我々は(5.17)式を使って各産業について TFP 上昇の要因分解を行った。その結果は表 5.1 にま
とめてある。表5.1に報告してあるのは、1994-2001年度の間のそれぞれ隣り合う2年について分解




表 5.1 を挿入 
表 5.1 からは、マクロ経済全体で見ると、1994-2001 年度に起きた TFP 上昇率（年率平均 0.2％）
は、規模の経済効果（0.8％）で引き起こされたのであって、技術進歩はほとんど寄与していない
                                                        
40  本節の分析では switch-in  と switch-out を行った企業は存続企業として取り扱い、表 5.1 にも含まれ










2 つは重複している。また技術進歩率と TFP 上昇率について 30 業種間のクロスセクションの相関
















本論文では、JIP データベースの産業別データと 1994-2001 年に関する『企業活動基本調査』の
製造業企業に関するミクロデータを利用して、日本の産業別・企業別全要素生産性について分析
した。得られた主な結果は次のとおりである。 




は多くの業種において TFP 上昇率が著しく鈍化した。 




４． 可変費用関数を推計し、企業の TFP 変動を稼働率変動効果、規模効果、技術進歩率に分解
した。その結果、TFP 変動のうちかなりの部分は規模効果で説明できること、他の要因を除い
た技術進歩率は製造業全体では 94-2001 年に下落する傾向を持っていたことが分かった。 
 
                                                        
41第 4 節の要因分解で得られた存続企業に関する TFP 上昇率と第 5 節で得られた TFP 上昇率の間に








から外した。このような方法で排除されたサンプル数は 851、全サンプルの 0.76％である。 
A.1  TFP 測定のためのデータ 
『企業活動基本調査』における各企業の総売上高を実質化した値を産出量とした。産業分類は
『企業活動基本調査』の 3 桁産業分類をそのまま用いた。3 桁産業レベルのデフレーターとしては
卸売物価・企業物価統計を使って推計した生産額デフレーター（95 年基準）を利用した。この方法







この土地を 1995 年と 1996 年の『企業活動基本調査』における産業別の資産内訳における平均土
地比率を利用して、各企業の有形固定資産額から土地を分離した。土地を分離した後の純資本ス
トックの推計は深尾・伊藤(2001)に沿って以下のように行った。   
各企業の純資本ストック（1990 年価格）は各企業の簿価表示の有形固定資産額に工業統計表
データを用いて推計した各年度の産業全体資本ストックの時価・簿価比率を掛けて推計した。 
  ) / ( * jt jt ft ft IBV INK BV K =  
ここで、BVｆｔは t 期における企業 f の土地を除いた有形固定資産額(簿価)である。INKjtは企業 f が
属している j 産業全体の純資本ストックであり、IＢVjtは企業 f が属している j 産業全体の資本ストッ
ク(簿価)である。 
工業統計表を用いた各産業全体の純資本ストック（1990 年価格）は次の手順で推計した。 





  jt jt jt jt I INK INK + − = − ) 1 ( 1 δ    33
ここで、I は 1990 年価格に実質化した新規投資額である。デフレーターとしては内閣府『国民経
済計算年報』の形態別総資本形成デフレーターを使った。δ は減価償却率である。この値は増田





















A.2  可変費用関数推計のためのデータ 







                                                        
42  資本のサービス価格の詳細な推計方法に関しては深尾・伊藤(2001)を参照されたい。ただし深尾・
伊藤とはと異なり本論文では、利子率として利付き国債 (10年物)  利回りを使い、減耗率として『工業統
計表』の年初現在高と減価償却費をもとに求めた産業別の減耗率を使っている点が異なる。   34
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a=c+b b c d=c-e-f e f=g+h g h
1973-83 3.56% 0.88% 2.68% -0.27% 1.83% 1.12% 0.46% 0.65%
1983-91 3.94% 0.84% 3.09% 0.54% 1.47% 1.08% 0.62% 0.46%












1973-83 6.35% 0.65% 0.92%
1983-91 4.31% 0.95% 0.70%















a b=a-c-d c d
1973-83 2.68% -0.30% 1.87% 1.12%
1983-91 3.09% 0.43% 1.58% 1.08%












a b=a-c-d c d
1960-73 7.2% 4.1% 4.1% -1.0%
1973-83 2.2% 0.5% 2.1% -0.4%
1983-91 3.6% 2.4% 1.4% -0.3%
1991-2000 0.5% 0.2% 1.1% -0.8%
生産年齢人口は20－69歳の男女人口表3.1. 非サービス業とサービス業における全要素生産性成長率：1973-98年
（年率、％）
非サービス サービス 非サービス サービス
73-83 0.66% -0.77% 0.57% -0.72%
83-91 0.67% -0.07% 0.74% 0.05%
91-98 0.21% 0.13% 0.03% 0.19%
73-83 0.85% -0.40% 0.76% -0.35%
83-91 0.78% 0.24% 0.84% 0.37%









































































































































































1970 1980 1990 1998
製造業 0.811 0.811 0.785 0.765
電気・ガス・水道 0.340 0.345 0.341 0.426
建設 0.667 0.667 0.750 0.750
輸送 0.315 0.329 0.343 0.453
通信 0.503 0.495 0.735 0.795
卸売・小売 0.251 0.331 0.397 0.540
金融・保険・不動産 0.301 0.341 0.500 0.635















a b c D=a+b+c e f g h I=e+f+g+h J=D+I
1 食品製造業 0.003 -0.001 0.001 0.003 0.006 -0.005 0.001 0.000 0.002 0.005
2 繊維製造業 -0.008 -0.002 0.007 -0.002 0.007 -0.027 0.001 0.000 -0.019 -0.020
3 木材・家具製造業 0.000 -0.002 0.001 0.000 0.004 -0.017 0.001 -0.015 -0.027 -0.028
4 パルプ・紙製造業 0.007 0.000 0.001 0.008 0.000 -0.002 0.000 0.000 -0.001 0.007
5 出版・印刷製造業 0.008 -0.001 0.003 0.011 0.010 0.000 0.000 0.000 0.010 0.020
6 総合化学・化学繊維製造業 0.007 0.001 0.002 0.010 0.001 -0.001 0.002 0.000 0.000 0.011
7 油脂・塗料製造業 0.004 -0.001 0.001 0.004 0.003 -0.004 0.001 0.000 0.000 0.005
8 医薬品製造業 0.073 0.005 0.022 0.100 0.010 0.000 0.001 0.000 0.010 0.110
9 その他の化学製造業 0.016 0.001 0.000 0.017 0.007 0.001 0.002 0.001 0.012 0.028
10 石油製品・石炭製品製造業 0.027 0.015 0.014 0.056 0.000 -0.010 0.000 0.000 -0.010 0.046
11 プラスチック製品製造業 -0.003 -0.002 0.003 -0.001 0.004 -0.002 0.005 -0.001 0.006 0.005
12 ゴム製品製造業 -0.024 0.002 0.000 -0.022 0.000 0.000 0.001 -0.001 0.000 -0.022
13 窯業 0.013 -0.003 0.003 0.013 0.002 -0.004 0.003 0.008 0.009 0.022
14 鉄鋼製造業 0.003 -0.005 0.000 -0.002 0.000 0.001 0.001 -0.001 0.000 -0.002
15 非鉄金属製造業 0.008 -0.001 0.002 0.009 -0.006 -0.005 0.001 -0.001 -0.011 -0.002
16 金属製品製造業 -0.009 -0.006 0.006 -0.009 0.003 -0.003 0.003 -0.003 0.000 -0.009
17 金属加工機械製造業 0.037 -0.002 0.015 0.050 0.009 0.000 0.012 -0.007 0.015 0.065
18 特殊産業用機械製造業 0.022 -0.003 -0.002 0.017 0.003 -0.004 0.003 -0.001 0.000 0.018
19 事務用機器製造業 0.040 -0.001 0.009 0.048 0.013 0.000 0.045 -0.002 0.055 0.103
20 その他の機械・同部分品製造業 -0.005 -0.002 0.002 -0.005 0.003 -0.003 0.002 -0.002 -0.001 -0.006
21 産業用電気機械器具製造業 -0.015 -0.005 0.002 -0.018 0.005 -0.003 0.001 -0.003 0.000 -0.018
22 民生用電気機械器具製造業 0.015 -0.002 -0.002 0.010 0.007 0.001 0.005 -0.002 0.010 0.020
23 通信機械器具・同関連機械器具製造業 0.071 -0.001 0.010 0.081 0.008 0.003 0.108 0.002 0.120 0.201
24 電子計算機・電子応用装置製造業 0.026 0.003 0.005 0.033 0.008 -0.002 0.004 -0.012 -0.002 0.031
25 電子部品・デバイス製造業 0.044 -0.001 0.010 0.053 0.017 -0.008 0.007 -0.002 0.014 0.067
26 その他の電気機械器具製造業 0.014 0.000 0.004 0.017 0.033 -0.012 0.011 -0.007 0.025 0.042
27 自動車・同附属品製造業 0.018 0.000 0.005 0.023 0.001 -0.001 0.000 0.000 0.000 0.022
28 その他の輸送用機械器具製造業 0.040 0.000 0.002 0.041 0.005 0.002 0.003 0.000 0.011 0.052
29 精密機械製造業 0.017 -0.002 0.011 0.026 0.011 0.003 0.003 -0.001 0.016 0.041
30 その他の製造業 -0.005 0.004 -0.001 -0.002 0.046 -0.005 0.009 -0.004 0.046 0.045
加重平均 0.012 -0.001 0.004 0.015 0.006 -0.004 0.005 -0.001 0.006 0.021













Hahn(2000) 韓国 事業所 1990-95 23.0 13.11 -0.69 10.58
(0.57) (-0.03) (0.46)
Baily, Hulten and
Campbell(1992) アメリカ 事業所 1977-82 2.4 -1.10 2.54 0.96
(-0.46) (1.06) (0.40)
Foster, Haltiwanger,
and Krizan(1998) アメリカ 事業所 1977-87 10.2 4.92 2.66 -0.82 3.48 2.66
(0.48) (0.26) (-0.08) (0.34) (0.26)
van Dijk(2003) オランダ 企業 1978-92 
(0.57) (0.12) (-0.09) (0.20) (0.31) (0.26) (0.05)
深尾・権(2004) 日本 企業 1994-2001   2.1 1.20 0.33 -0.09 0.42 0.61 1.13 -0.52





















1994-1995 0.029 0.024 0.000 -0.002 0.002 0.005 0.012 -0.006
1995-1996 0.011 0.008 0.001 0.000 0.002 0.002 0.009 -0.007
1996-1997 -0.002 -0.002 0.003 0.001 0.002 -0.003 0.005 -0.008
1997-1998 -0.007 -0.008 0.001 0.000 0.002 0.000 0.005 -0.004
1998-1999 0.011 0.010 0.000 -0.002 0.002 0.001 0.006 -0.004
1999-2000 0.017 0.013 0.003 0.001 0.002 0.001 0.006 -0.005

































































































































食品製造業 -0.007 -0.003 -0.004 -0.001 0.000
繊維製造業 -0.023 -0.003 -0.021 -0.001 0.001
木材・家具製造業 -0.036 -0.014 -0.022 0.000 0.001
パルプ・紙製造業 -0.007 -0.002 0.000 -0.005 0.000
出版・印刷製造業 -0.010 -0.012 0.003 -0.001 0.000
総合化学・化学繊維製造業 -0.012 0.002 -0.013 -0.002 0.001
油脂・塗料製造業 -0.016 -0.014 -0.002 0.000 0.001
医薬品製造業 0.034 0.010 0.027 -0.003 0.001
その他の化学製造業 -0.005 0.002 -0.007 -0.002 0.001
石油製品・石炭製品製造業 0.010 0.010 0.002 -0.002 0.001
プラスチック製品製造業 -0.016 -0.009 -0.006 -0.001 0.001
ゴム製品製造業 -0.019 -0.009 -0.006 -0.004 0.001
窯業 -0.017 -0.011 -0.005 -0.001 0.000
鉄鋼製造業 -0.022 -0.001 -0.021 0.000 0.000
非鉄金属製造業 -0.018 -0.005 -0.008 -0.005 -0.001
金属製品製造業 -0.040 -0.014 -0.025 -0.001 0.001
金属加工機械製造業 0.017 0.001 0.016 0.000 0.000
特殊産業用機械製造業 -0.015 -0.008 -0.009 0.001 0.001
事務用機器製造業 0.024 -0.006 0.030 0.000 0.001
その他の機械・同部分品製造業 -0.018 -0.010 -0.008 0.000 0.000
産業用電気機械器具製造業 -0.019 -0.007 -0.012 0.001 0.000
民生用電気機械器具製造業 0.010 -0.010 0.019 0.000 0.001
通信機械器具・同関連機械器具製造業 0.104 0.021 0.058 -0.001 0.000
電子計算機・電子応用装置製造業 0.059 -0.016 0.075 -0.001 0.001
電子部品・デバイス製造業 0.012 -0.027 0.040 -0.002 0.001
その他の電気機械器具製造業 0.001 -0.012 0.015 -0.003 0.000
自動車・同附属品製造業 0.005 -0.004 0.011 -0.002 0.000
その他の輸送用機械器具製造業 0.013 0.003 0.009 0.000 0.001
精密機械製造業 0.006 -0.003 0.008 -0.001 0.001
その他の製造業 0.006 0.004 0.027 -0.002 0.003
加重平均 0.002 -0.005 0.008 -0.001 0.001
表5.1.パラメトリック アプローチによるTFP成長率の分解(存続企業)：1994-2001　　年率